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1.地域医療再生基金について

(1)地域医療再生基金 (地域医療再生臨時特例交付金)の拡充について

○ 平成 22年度補正予算 (第 1号)において、引き続 き地域医療の再生に取 り

組むため、都道府県に設置 されている地域医療再生基金を拡充。

○ 都道府県 (三次医療圏)単位 の広域的な医療提供体制を整備・拡充するため

に、都道府県が策定する地域医療再生計画 (平成 23～ 25年度)に基づ く取

り組みを支援。

・予算総額 2,100億円 (15億 円×52地域、加算額 1,320億 円)

○ 地域医療再生計画の策定に当たっては、民間医療機関関係者や医師会等地域

の医療関係団体、地域住民等官民間わず幅広 く地域の医療関係者等の意見を聴

ユし、その内容を計画に反映。

○ また、基金を活用して効率的な医療提供体制を構築していくとの観点から、

次の交付の条件などを設定。

・加算を含む基金の交付を申請す る施設整備 。設備整備事業については、基

金交付額に加え都道府県経費、事業者負担等を上乗せ した事業規模が望ま

しいこと。

・50億 円を超 える基金交付額を申請す る事業の整備対象医療機関で、施設整

備 として 2億円以上の基金が交付 される医療機関については、当該 2億円

以上の基金が交付 される医療機関全体で原則 として10%以 上の病床削減を

行 うこと。

(注)ただし、施設整備費として 2億円以上の基金が交付される医療機関が病床

非過剰地域である二次医療圏に所在する場合は、 5%以上の病床削減とする

こと。なお、病床過剰地域及び病床非過剰地域それぞれに所在する病床削減

対象医療機関全体の合計削減病床数の個々の医療機関への配分については、

各都道府県が関係者との調整等を行い判断するものとする。

・80億 円を超 える基金交付額を申請す る事業は、病院の統合再編 を行 うこと。

(2)地域医療再生計画の着実な推進について

〔有識者会議による事前評価・事後評価の実施〕

① 地域医療再生計画の開始に当たって

厚生労働省に設置する有識者会議 において、「必要性」、「効率性」、「有効

性」等の視点から各地域医療再生計画 (案)に対する事前評価 を行い、この

評価結果を踏まえ厚生労働省において交付額を決定する。また、地域医療再

生基金のより効果的・効率的な活用に向けた評価 。技術的助言を行 うことと

している。

具体的には、 5月 中旬に提出 され る地域医療再生計画 (案 )に対する評価
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を行い、加算額を決定し8月 中旬予定の交付決定時に各地域医療再生計画に

対する技術的助言を付すこととしているので、各都道府県においては、有識

者会議の助言を踏まえた上で事業を行うようお願いする。

② 地域医療再生計画の実施中において

地域医療再生計画は平成 25年度までの計画であ り、

は、地域医療再生計画に定める事業に関 して、毎年度、

各都道府県において

目標の達成状況を評

価 し、実績報告を厚生労働省に提出するようお願いする。

各都道府県か ら報告 された実績報告について、有識者会議において事後評

価を行い、その進捗状況等について確認 し、その後の地域医療再生計画の改

善に向けた技術的助言を行 うこととしている。

③ 地域医療再生計画の終了後におい二              ′

地域医療再生計画の終了後においても、有識者会議において、各地域医療

再生計画の事後評価 を行い、特に有効であった事業の全国的な展開に向けた

技術的助言を行 うこととしている。

〔都道府県における事後評価の実施〕

○ 地域医療再生計画の実施中において

各都道府県において、毎年度、 目標の達成状況を評価 し、実績報告を厚生

労働省へ提出す るとともに、評価結果及び有識者会議の技術的助言を次年度

以降の地域医療再生計画に反映するようお願いする。

また、地域医療再生計画の終了後においても、地域医療を継続的に確保す

ることが重要であ り、平成 26年度以降も実施する必要がある事業の継続に

ついて留意す るようお願いする。
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2.救急医療、周産期医療、小児医療、災害医療及びへき地医療について

(1)救急医療の確保

○ 救急医療は直接患者の生死に関わる医療であり、地域の医療機関が連携 し、地域全

体で救急患者を円滑に受け入れ られる救急医療体制を構築する必要がある。

○ しかし、救急利用が大きく増加するとともに、軽症患者が二次 0二次救急医療機関

を直接受診する等により、これ らの病院の受入能力に限界が生 じている。また、救急

医療を担 う病院勤務医については、過酷な勤務環境の下で疲弊 していると指摘 されて

いる。 さらに、救急患者が急性期を脱 した後も転院できず、救急医療機関が新たな救

急患者を受け入れ られないとい う「出日の問題」も指摘 されている。

このように救急医療には様々な課題が生 じてお り、国、地方公共団体、医療関係者、

患者・家族等が力を合わせて、救急医療の確保に取 り組んでいく必要がある。

(初期・二次救急医療体制の整備 )

○ 初期・二次救急医療体制の整備については、平成16年度からの三位一体改革等によ

り国の補助金が順次一般財源化 され、その実施は地方自治体の裁量に委ねられている。

各都道府県においては、地域に必要な初期・二次救急医療の確保のため、救急患者の

受入実績等に応 じて医療機関に補助金が支給 されるよう配慮 し、必要な予算を確保す

るようお願いする。

○ また、平成23年度予算案において、

① 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に基づき受入困難患者の受入れを確実に行 う

医療機関の空床確保に対する支援

② 急性期を脱 した救急患者の円滑な転床 。転院を促進するため、施設内・施設間の

連携を担当する専任者の配置に対する支援

を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお願いする。

(二次救急医療体制の整備 )

○ 二次救急医療体制 (救命救急センター)の整備については、「救急医療の今後のあ

り方に関する検討会中間取 りまとめ」 (平成20年 7月 )において、概ね100万人に 1か

所 とい うそれまでの整備 日標について、「救命救急センター と同等の役割を果たして

お り、地域において必要性が認められている施設については、救命救急センターとし

て位置付けていくことが適当」とい う旨の考え方が示 された。

平成21年度から、これまで補助対象 となっていなかつた救命救急センターも補助対

象 となるよう、救命救急センター運営事業を拡充 (か所数の増、補助基準額の増)し
ているので、各都道府県においては、上記の考え方を踏まえ、地域の実情に応 じた適

切な救命救急センターの整備をお願いする。

なお、公立の救命救急センターに対する特別交付税措置についても、平成21年度か

ら増額 されているところである。
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○ さらに、平成23年度予算案において、

① 急性期を脱した救急患者の円滑な転床 。転院を促進するため、施設内・施設間の

連携を担当する専任者の配置に対する支援

②  「超急性期」にある小児の救命救急医療を担う「小児救命救急センター」の運営

に対する支援

を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお願いする。

(救急患者の医療機関による円滑な受入れ )

○ 救急患者の受入医療機関による受入れの状況について、「救急搬送における医療機

関の受入状況等実態調査」 (平成22年 3月 18日 総務省消防庁)に よると、平成21年に

救急搬送 された約470万人の うち、受入医療機関が決定するまでに救急隊等が行つた

照会回数が 4回以上のものは13,164件 (0.32%)、 11回以上のものは677件 (0,02%)

であり、地域別には、首都圏、近畿圏等の大都市周辺部において照会回数が多 くなつ

ている。また、救急車の現場滞在時間が30分以上のものは17,826件 (4.3%)、 60分以

上のものは1,710件 (0.4%)で あつた。

○ このような状況を改善 し、救急患者の搬送及び受入れの迅速かつ適切な実施を図る

ため、平成21年 5月 に消防法の一部改正 (平成21年法律第34号)が行われ、都道府県

は、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準を定めるとともに、実施基準に関す

る協議等を行 うための消防機関、医療機関等を構成員 とする協議会を設置することと

された。

厚生労働省及び総務省消防庁では、平成21年 10月 に 「傷病者の搬送及び受入れの実

施基準等に関する検討会報告書」を取 りまとめ、各都道府県に対 し、「傷病者の搬送

及び受入れの実施に関する基準の策定について」 (平成21年 10月 27日 付け医政発第102

7第 3号・消防救第248号)を発出し、各都道府県において、傷病者の搬送及び受入れ

の実施基準が策定されているところである。

○ また、平成23年度予算案において、

① 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に基づき受入困難患者の受入れを確実に行 う

医療機関の空床確保に対する支援

② 急性期を脱 した救急患者の円滑な転床・転院を促進するため、施設内・施設間の

連携を担当する専任者の配置に対する支援

を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、消防部局 と連携を図 りつつ、補助事

業を積極的に活用 し、救急患者が円滑に医療機関に受け入れ られるために必要な取組

を進めるようお願いする。

○ さらに、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を有効に機能 させるためには、いわゆ

るPDCAサ イクル (plan― do―check… act cycle)に よる実施基準の評価 。見直 しが重要で

あり、各都道府県においては、実施基準に基づ く傷病者の搬送及び受入れの実態調査
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を行 うようお願いする (平成23年度予算案において、実態調査のための経費を盛 り込

んでいる)。

(救急利用の適正化 )

○ 平成21年 の救急車による搬送人員は約470万人であ り、平成20年 と比べて0.1%(約
5千人)増加 してお り、この10年間では25%(約92万人)増加 している。また、救急

車で搬送 される患者の うち、半数は軽症者であり、不要不急にも関わらず救急車を利

用 している事例もあると指摘 されている。

○ 安易な時間外受診 (い わゆる「コンビニ受診」)は、医療機関に過度な負担をかけ、

真に救急対応が必要な患者への救急医療に支障をきたすおそれがある。

平成23年度予算案において、

① 地域の小児科医等が休 日・夜間の小児患者の保護者等からの電話相談に応 じる小

児救急電話相談事業 (#8000)
② 急病時の対応等についての住民向けの啓発や相談窓 口設置の支援 (医療連携体制

推進事業 )

③ 患者・家族 と医療従事者等との懇談会等の開催の支援 (医療連携体制推進事業)

等を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、地域における既存の取組が事業対

象 となるか改めて確認するなど、これ らの補助事業を積極的に活用 し、救急利用の適

正化を推進するようお願いする。

(ド クターヘ リの導入 )

○ ドクターヘ リ (医師が同乗する救急医療用ヘ リコプター)の導入は、早期治療の開

始 と迅速な搬送により、救命率の向上や後遺症の軽減に大きな効果を上げている。

○ 平成21年 7月 に超党派からなる ドクターヘ リ推進議員連盟の 「中間とりまとめ」が

取 りまとめられ、 ドクターヘ リの導入促進、財政措置の強化、人材の育成・確保等に

ついて提言がなされたところであ り、平成23年度予算案において、

①  ドクターヘ リ導入促進事業の充実 (か所数 :28機分→32機分)

② ドクターヘリ事業従事者研修(ド クターヘリに搭乗する医師及び看護師の研修(委

託事業))

を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、地域の実情に応 じて、 ドクターヘ リ

の導入について検討するようお願いする。特に、 ドクターヘ リを導入 してお らず、消

防防災ヘ リを救急業務で使用することの多い都道府県においては、 ドクターヘ リの導

入を十分に検討するようお願いする。

○ 平成21年 4月 に 「認定NPO法 人救急ヘ リ病院ネシ トワーク (HEM Net)」 が ドクタ

ーヘ リ特別措置法第 9条の 「助成金交付事業を行 う法人」 として厚生労働大臣の登録

を受けたところであり、平成22年 4月 から、HEM― Netが 「医師・看護師等研修

助成事業」を実施 しているので、 ドクターヘ リの導入を具体的に予定している都道府
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県においては、当該事業により行われる研修を積極的に活用願いたい。

(救急医療関係研修 )

○ 救急医療対策の一環 として、救急医療施設に勤務する医師や看護師、救急救命士等

を対象に研修を行い、救急医療・災害医療に携わる者の養成及び資質の向上に努めて

いるところである。各都道府県においては、関係機関等に研修の趣 旨の周知を図ると

ともに、対象者の積極的な参加について配慮をお願いする。

(研修会予定)

A 医師救急医療業務実地修練 (専門研修 )

・開催時期  平成23年 9月 頃予定 (1週 間程度 )

・対 象 者  救急医療施設において救急医療に従事する医師

B 看護師救急医療業務実地修練 (専門研修 )

・開催時期  平成23年 10月 頃予定 (2週間程度 )

・対 象 者  救急医療施設において救急医療に従事する看護師

C 救急救命士業務実地修練

・開催時期  平成24年 2月 頃予定 (1週間程度 )

。対 象 者  消防機関及び救急医療施設において救急医療業務に従事する救

急救命士

D 保健師等救急蘇生法指導者講習会

・開催時期  平成23年 9月 頃予定 (2日 間程度 )

。対 象 者  保健所に勤務する保健師等

E 救急救命士養成所専任教員講習会

・開催時期  平成23年 11月 頃予定 (2週 間程度 )

・対 象 者  養成所において専任教員 として従事する救急救命士等

F 病院前救護体制における指導医等研修

・開催時期   (上 級)平成23年 2月 頃予定 (3日 間程度 )

(初級)平成22年 12月 頃予定 (3日 間程度 )

・対 象 者  メディカルコン トロール協議会において事後検証に直接関わる

医師
デ ィー マ ット

G 災害派遣医療チーム (DMAT)研 修

。開催期間   (東 日本)年 10回程度予定 (4日 間程度 )

(西 日本)年 10回程度予定 (4日 間程度 )

。対 象 者  救命救急センター及び災害拠点病院等の災害派遣医療チーム

(医師、看護師等 )

H NBC災 害・テロ対策研修

・開催期間  年 3回程度予定 (3日 間程度 )

・対 象 者  救命救急センターに勤務する医師、看護師、放射線技師、臨床

検査技師

I ドクターヘ リ従事者研修
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。開催期間  年 1回 (2日 間程度)

・対 象 者   ドクターヘ リに搭乗を予定 している医師、看護師等

」 小児救急電話相談対応者研修
。開催期間  年 1回 (1日 間)

・対 象 者  小児救急電話相談事業に従事する者

(救急救命士の処置範囲の拡大の検討 )

○ 救急救命士については、医師の指示の下に、傷病者が病院又は診療所に搬送 される

までの間に救急救命処置を行 うことを業 とする者であるが、現在、「救急救命士の業

務のあり方等に関する検討会」において、病院前救護を強化 し、傷病者の救命率の向

上等を図る観点から、救急救命士の処置範囲の拡大に関する検討を行つているところ

である。

具体的には、①血糖測定と低血糖発作症例へのブ ドウ糖溶液の投与、②重症喘息患

者に対する吸入 β刺激薬の使用、③心肺機能停止前の静脈路確保 と輸液の実施につい

て、医学的有効性・安全性等に関する検討を行い平成22年 4月 に報告書を取 りまとめ

たところである。

(救急救命士国家試験の実施 )

○ 第33回救急救命士国家試験については、財団法人 日本救急医療財団により、平成23

年 3月 20日 (日 )に北海道、東京都、愛知県、大阪府及び福岡県の 5か所で実施 され、

合格発表が同年 4月 12日 (火)に行われる予定である。

なお、救急救命士国家試験については、平成18年度から年 1回の実施 となっている。

(自 動体外式除細動器 (AED)の 普及啓発 )

○ 自動体外式除細動器 (AED)に ついては、「非医療従事者による自動体外式除細

動器 (AED)の 使用について」 (平成16年 7月 1日 付け医政発第0701001号 )におい

て、救命現場に居合わせた一般市民によるAEDの 使用には、一般的に反復継続性が

認められず、医師法違反 とならないと考えられることが示 され、平成17年度予算から、

非医療従事者によるAEDを 用いた積極的な救命活動が行われるよう、都道府県に協

議会を設置 し、講習や啓発を行 う事業 (自 動体外式除細動器 (AED)普 及啓発事業)

が行われているところである。

○ これ らの取組により、近年、AEDの 設置が急速に進んでいるが、一方で、AED
が使用 され る際にその管理不備により性能を発揮できないなどの事態を防止するた

め、AEDの 適切な管理を徹底する必要がある。

このため、AEDの 設置者等が 日常点検や消耗品 (電極パ ットやバ ッテ リ)の管理

等を適切に行 うよう、「自動体外式除細動器 (AED)の 適切な管理等の実施につい

て」 (平成21年 4月 16日 付け医政発第0416001号・薬食発第0416001号)を発出 し、注

意喚起を行ったところである。また、平成23年度予算案において、引き続き、都道府

県によるAEDの 適切な管理を行 うための取組についても、上記の自動体外式除細動
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器 (AED)普 及啓発事業の支援対象 としているので、各都道府県においては、積極

的に活用願いたい。

(「 救急の 日」及び 「救急医療週間」について)

○  「救急の 日」及び 「救急医療週間」については、国民の救急医療及び救急業務に対

する理解 と認識を深める等のため、毎年 9月 9日 及び当該 日を含む 1週間を原則 とし

て、各都道府県で各種の行事が実施 されているところであり、厚生労働省においても、

関係機関との共催による中央行事 「救急フェア」の開催、ポスターの配布等を行つて

いるところである。

各都道府県においては、今後 とも、関係機関と十分な連携を図 りながら、救急医療

体制の体系的な仕組み とその適正な利用、 ドクターヘ リ事業の救命効果、救急蘇生法

等について地域住民に対する普及啓発の充実を図るようお願いする。 ´

(中毒情報センター情報基盤 (データベース)の整備について)

○ 財団法人 日本中毒情報センターにおいては、化学物質・医薬品・動植物の毒等によ

って起こる急性中毒の中毒情報 (起因物質成分・毒性・治療法等)に関するデータベ

ースを整備 してお り、 日本中毒情報センター会員向けホームページ (2,000円 /年 )

において、中毒情報データベースを掲載するほか、化学物質 。医薬品・動植物の毒等

による集団中毒事故・事件等が発生 した場合には、当該事故・事件等の中毒情報を掲

載 しているところである。また、電話による問合せへの情報提供 (一般市民向け :無

料、医療機関・行政機関等向け :2,000円 /1件 )を行 うとともに、「医療機関向け中

毒情報検索システム」 (CD ROM)を 発行 し、医療機関・行政機関等に対 して情報提供を

行つている。

各都道府県においては、化学物質 。医薬品・動植物の毒等による集団中毒事故・事

件等が発生 した場合には、速やかに情報を入手するとともに、保健所、救命救急セン

ター、災害拠点病院等において情報が共有される体制を構築するようお願いする。

(参考)財団法人 日本中毒情報センター

TEL  029-856-3566

ホームページ会員 :2,000円 /年 (何件でも情報入手可能 )

電話による情報入手 :2,000円 /1件

(2)周産期医療の確保

○ 周産期医療体制については、国民が安心 して子 どもを産み育てることができる医療

環境の実現に向け、一層の整備が求められている。

○ 平成 8年度から開始 した周産期医療対策事業は、分娩に伴って大量出血を生 じた妊

婦の救命、未熟児の救命等に大きく寄与 し、妊産婦死亡率や新生児死亡率の改善が図

られてきた。 しかし、産科疾患による死亡が減少する中で、脳血管障害など産科以外
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の疾患による妊産婦死亡が新たな課題 となつている。

○ 昨年 8月 に佐賀県が国立病院機構佐賀病院を総合周産期母子医療センターに指定し

たことにより、全都道府県に総合周産期母子医療センターが整備 されることとなつた。

(周 産期医療体制整備指針の見直 し)

○
'「

周産期医療 と救急医療の確保 と連携に関する懇談会報告書」 (平成21年 3月 )を
受け、「医療提供体制の確保に関する基本方針」 (平成19年厚生労働省告示第70号)の
一部改正を行い、周産期医療対策事業の実施要綱に基づ く「周産期医療体制整備指針」

の見直 しを行 うため、平成22年 1月 に「周産期医療の確保について」 (平成22年 1月 26

日付け医政発0126第 1号)を発出したところである。

今年度中に策定することとされている周産期医療体制整備計画を未策定の県におい

ては速やかに策定されるようお願いする
^

(予算補助事業の活用)

○ 平成23年度予算案においては、NICU等 の確保、産科合併症以外の合併症を有す

る母体の受入れ、勤務医の負担軽減、長期入院児の在宅への移行促進等を図るため、

① 総合周産期母子医療センターの運営に対する支援 (MFICUONICU・ GC
Uの運営支援、産科合併症以外の合併症を有する母体を受け入れる体制整備の支援、

診療所医師が夜間・休日の診療支援を行う場合の支援)

② 地域周産期母子医療センターの運営に対する支援 (MFICUoNICU・ GC
Uの運営支援、診療所医師が夜間・休日の診療支援を行 う場合の支援)

③ NICUに おいて、新生児を担当する医師の手当に対する支援

④ NICU等 に長期入院している児童が在宅療養へ移行するための地域療育支援施

設を設置する医療機関への支援

⑤ 在宅に移行した児童をいつでも一時的に受け入れる医療機関に対する支援

等のほか、周産期医療体制整備指針において、周産期母子医療センターヘの麻酔科医

や臨床心理士等の臨床心理技術者の配置を求めていることから、周産期母子医療セン

ターに対し、

① 緊急帝王切開術に対応するための麻酔科医の配置への支援

② 親子関係の心理面へのサポー トのための臨床心理士等の臨床心理技術者の配置ヘ

の支援

を新たに計上しているところである。

各都道府県においては、これらの補助事業を積極的に活用し、地域の周産期医療体

制の整備に取り組むようお願いする。

(NICU等長期入院児について)

○ 平成23年度予算案において、

① 周産期母子医療センターのNICUoGCUの 運営に対する支援

② NICU等 に長期入院している児童が在宅療養へ移行するための地域療育支援施
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設を設置する医療機関への支援

③ 在宅に移行した児童をいつでも一時的に受け入れる医療機関に対する支援

等を盛り込んでいるので、各都道府県においては、引き続き、NICU等 長期入院児

について、一人一人の児童にふさわしい療養・療育環境への移行の促進に取り組むよ

うお願いする。

(周 産期医療に係る特例病床)

○ 病床過剰地域であっても特例的に整備できる特例病床制度について、平成20年 4月

から、周産期医療に係る特例病床の範囲を拡大し、周産期疾患に係る病床を特例病床

の対象とした。

各都道府県においては、周産期医療に係る特例病床も活用しながら、地域の実情及

び必要性に応じた周産期医療体制を整備するようお願いする。

(3)小児医療の確保

(重篤な小児患者に対する救急医療等の確保 )

〇 小児医療については、他の先進国と比べ、乳児死亡率は低いものの、 1～ 4歳児死

亡率は高くなってお り、小児の救命救急医療を担 う医療機関等を整備する必要性が指

摘 されている。

○ このため、平成21年 7月 の 「重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会中間取

りまとめ」において、

① 改正消防法に基づき都道府県に設置する協議会に小児科医も参加 し、小児救急患

者の搬送及び受入れの実施基準を策定

② 救命救急センターの小児専門病床の要件緩和

③ 小児救急患者への医療提供体制の特に整った救命救急センターや小児専門病院 。

中核病院について、「超急性期」の小児の救命救急を担 う医療機関として位置付け、

整備する

④  「超急性期」を脱 した小児救急患者に 「急性期」の集中治療 。専門的医療を提供

する小児集中治療室の整備のための支援が必要

等が盛 り込まれたことを踏まえ、平成23年度予算案において、

①  「超急性期」にある小児の救命救急医療を担 う「小児救命救急センター」の運営

に対する支援

② 超急性期後の 「急性期Jにある小児への集中的・専門的医療を行 う小児集中治療

室の整備に対する支援

③ 小児への集中的 。専門的医療を担 う小児科医を養成するための研修に対する支援

を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、積極的に活用するようお願いする。

(入院を要する小児救急医療の確保 )

○ 入院を要する小児救急医療体制の充実を図るため、
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① 小児救急患者の受入れが可能な病院を当番制により確保する小児救急医療支援事

業

② 広域 (複数の二次医療圏)で小児救急患者の受入れを行う小児救急医療拠点病院

に対する支援

を進めているが、依然 として、小児救急医療体制が未整備の地域が残つている。

○ 平成20年度より、オンコール体制 (よ り専門的な処置が必要な場合等に、小児科医

が速やかに駆けつけ対応する体制)に よる小児救急医療体制の整備 も補助の対象 とし

ているので、各都道府県においては、積極的に活用するようお願いする。

※ 「子ども。子育てビジョン」(平成22年 1月 29日 )において、平成26年度までに、すべての小

児救急医療圏で常時診療体制を確保することを目標とすることが閣議決定された。

(初期小児救急の確保等 )

〇 小児の入院救急医療機関にかかる患者の 9割以上は軽症であると指摘 されてお り、

症状に応 じた適切な対応が図られるよう、平成23年度予算案においても、

① 休 日・夜間に小児の軽症患者の診療を行 う小児初期救急センターの運営に対する

支援

② 地域の小児科医等が休 日・夜間の小児患者の保護者等からの電話相談に応 じる小

児救急電話相談事業 (#8000)
③ 急病時の対応等についての住民向けの啓発や相談窓口設置の支援 (医療連携体制

推進事業 )

等を盛 り込んでいるので、各都道府県においては、積極的な活用をお願いする。

○ また、平成23年度予算案において、新規事業 として、小児救急電話相談対応者の資

質の向上を図るための研修を盛 り込んでいるので、各都道府県におかれては、関係機

関等に研修の趣旨の周知を図るとともに、対象者の積極的な参加について配慮をお願

いする。

(4)災害医療の確保

○ 災害時における医療については、災害発生時に、利用可能な医療資源を可能な限 り

有効に使 う必要があるが、そのためには、平時から、災害を念頭においた関係機関に

よる連携体制を構築 しておく必要がある。各都道府県においては、災害拠点病院を中

心として災害医療が適切に提供 されるよう、地域における医療関係者、行政関係者等

の訓練や研修等に取 り組むようお願いする。

(災害医療に関する研修 )

○ 災害時に迅速に活動できる機動性を持った災害派遣医療チーム (DMAT)の 研修

について、平成23年度 も、引き続き、東 日本会場 と西 日本会場の 2か所で実施する予
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定である。また、NBC(放 射能、生物剤、化学剤)災害・テロの被害者に対する診

断 0治療等に関する研修も引き続き実施する予定であるので、医療関係者の積極的な

参加に配慮をお願いする。

○ 災害派遣医療チーム (DMAT)に ついては、養成研修で得た知識・技術を維持し

ていく必要があることから、国立病院機構災害医療センターDMAT事 務局の事業と

して、DMAT技 能維持研修を地方ブロック毎に実施しているが、平成23年度は、よ

り多くのDMAT隊 員の参加機会を確保するため、研修回数を増やすこととしている。
さらに、地方ブロック毎に自衛隊、消防等との連携を図るためのDMAT訓 練補助事

業も平成23年度も引き続き実施するので、DMAT隊 員の積極的な参加にも配慮をお

願いする。

(災害医療体制の確保)

○ 平成23年度予算案において、災害拠点病院等活動費として、

① DNIAT指定医療機関の総合防災訓練等への参加に必要な経費に対する補助

② 災害派遣医療チーム (DMAT)が 被災地へ派遣された際の活動に要する経費に

対する補助

を引き続き盛 り込んでいるので、各都道府県においては、災害医療体制の確保に取 り

組むようお願いする。

(広域災害救急医療情報システム (EMIS))
○ 広域災害救急医療情報システム (EMIS)に ついては、平成23年度においても、

都道府県担当者を対象 とした国の災害対策やシステムの運用、操作実習等の説明会を

実施する予定であるので、担当者の参加についてご配慮願いたい。

O EMISを 導入 していない県があるが、EMIS未 導入県においては、災害時を想

定 した入力訓練を実施 し、病院の被災状況等を確実に把握できるか否か検証 した上で、

検証の結果、病院の被災状況等が把握できない場合は、早急にEMISの 導入を検討

するようお願いする。

(医療機関の耐震化 )

○ 医療機関の耐震化については、基幹災害医療センター施設整備事業、地域災害医療

センター施設整備事業、地震防災対策医療施設耐震整備事業及び医療施設耐震整備事

業の耐震工事に係 る調整率を0.5へ引き上げ、地方公共団体等の財政負担の軽減を図

つている。

○ また、平成21年度第一次補正予算において、医療施設耐震化臨時特例交付金を創設

し、各都道府県に基金を造成 し必要額を交付 したところである。また、平成22年度に

おいては、新成長戦略実現に向けた 3段構えの経済対策の一環 として 「地域の防災対

策」の推進を図るため、「経済危機対応・地域活性化予備費」を活用 し、各都道府県
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に造成 されている基金に必要な経費を追加交付 したところである。交付金については、

都道府県が基金 として運用することから、特に厳格な管理をお願いする。

○ 「病院の耐震改修状況調査」等によると「Is値0.3未満の建物」を有する病院の う

ち、具体的な耐震整備計画等が無い病院が依然 として多い。「Is値0.3未満の建物」

については、震度 6程度の地震を想定した上で、地震の震動及び衝撃に対 して倒壊 し、

又は崩壊する危険性が高いとされてお り、早急に耐震化を進める必要があることから、

平成23年度予算案から、医療施設耐震整備事業において、「Is値0.3未満の建物」を

有する病院 (地方公共団体及び地方独立行政法人の病院を除く。)に対する基準額の

嵩上げを行い、「Is値0.3未満の建物」を有する病院の耐震整備を優先的に採択する

予定としているので、各都道府県においては、「Is値0.3未満の建物」を有する病院

に対 し、「Is値0.3未満の建物」の危険性を周知 した上で、補助事業を活用 し早急に

耐震整備を行 うよう指導するようお願いする。

(緊急地震速報の受信装置の病院への導入 )

○ 緊急地震速報の受信装置の病院への導入については、地震発生時に、エ レベーター

ヘの閉じ込め防止等に有効であると指摘 されている。

東海地震に係る地震防災対策強化地域など大規模地震が発生するおそれのある地域

に所在する病院等が緊急地震速報の受信装置等を取得する場合、固定資産税の課税標

準を 3年間に限 り3分の 2に軽減する特例措置が講 じられている (措置期限 :平成 2

6年 3月 31日 )。 各都道府県においては、緊急地震速報の受信装置の病院への導入

促進について配慮をお願いする。

(5)へき地医療の確保

○ へき地医療については、各都道府県において、「第10次へき地保健医療計画」 (平成

18～ 22年度)を策定した上で、その内容を医療計画に反映 し、地域の実情に応 じたヘ

き地保健医療対策を推進 している。

(「 第11次へき地保健医療計画」の策定について)

○ 平成21年度に開催 された 「へき地保健医療対策検討会」 (座長 :梶井英治 。自治医

科大学地域医療学センター長)において、平成23年度から開始される「第 11次へき地

保健医療計画」の内容について検討を行い、平成22年 3月 に報告書が取 りまとめられ

たところである。同報告書を踏まえ、「第 11次へき地保健医療計画の策定等について」

(平成22年 5月 20日 付け医政発第0520第 9号)に より「第 11次へき地保健医療計画策

定指針」を発出し、平成23年 3月 15日 までに、へき地を有する都道府県において 「第

11次へき地保健医療計画」を策定いただき、厚生労働省への報告及びホームページヘ

の公表をしていただくこととしているので、よろしくお願いする。

なお、各都道府県のへき地医療計画の策定を支援するため、今年度 2回にわた り、

「全国へき地医療支援機構等連絡会議」を開催 し、また本年 1月 から2月 にかけて厚
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生労働科学研究班の訪間による意見交換を実施 させていただいたところである。
「全国へき地医療支援機構等連絡会議」は、平成23年度以降は 「へき地医療支援機

構等交流促進会議」 として引き続き実施 し、計画の取 り組みに関するフォローアップ

等を行つていく予定であるので、御了知おき願いたい。

(予算補助事業の活用 )

○ 平成23年度予算案においては、

① 各都道府県のへき地医療支援の企画 0調整等を担 う

営費の助成

「へき地医療支援機構 J・ の運

② へき地医療を担 う医療機関 (へき地医療拠点病院、へき地診療所等)に対する運

営費や施設・設備整備費の助成

③ 無医地区等に対する巡回診療 (車、船、ヘ リ)に要する経費への財政的支援

等を引き続き計上 している。

各都道府県においては、これ らの補助事業を活用 し、地域に必要なへき地医療の確

保を図るようお願いする。

○  「へき地医療支援機構」については、へき地医療に関する現況調において、専任担

当官がへき地の業務に専任できていなかった り、へき地診療所への関与が少ないとい

つた現状が明らかとなったこと、へき地保健医療対策検討会においても機構の充実強

化を求める意見が出たこと等から、へき地医療支援機構の専任担当官経費の基準額引

き上げを行 うとともに、 ドクタープール機能の強化、キャリア形成推進機能の充実等

の新規メニューも創設 したところである (資料 Ⅱ参照 )。 各都道府県においては、補

助事業を有効に活用 し、「へき地医療支援機構」の活動の一層の充実に取 り組み、機

構を中心として、二次医療圏を超えた広域的なへき地医療の支援体制を構築するよう

お願いする。

○ また、へき地医療拠点病院運営事業についてはへき地保健医療対策検討会における

意見を踏まえ、「総合的な診療能力を有する医師の育成」に関する経費を新たに創設

したところである (資料 Ⅱ参照 )。 各都道府県においては補助事業を活用 し、へき地

医療拠点病院の運営の支援、へき地医療を担 う人材の育成に取 り組むようお願いする。

(へ き地医療拠点病院の要件の見直 し)

○ へき地医療拠点病院については、現行の 「へき地保健医療対策事業実施要綱」にお

いて、「へき地医療支援機構」の指導・調整の下に、巡回診療、代診医の派遣等へき

地における医療活動を継続的に実施できると認められる病院を都道府県が指定するも

のとされているが、へき地医療拠点病院の中には、へき地医療における医療活動の実

施実績を有 しない病院 も存在するところである。

○ このため、「へき地保健医療対策事業実施要綱」を改正 し、平成22年度か ら、へき

地医療拠点病院の指定要件を見直 し、①又は②を満たす病院をへき地医療拠点病院と
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して指定するものとしたところであるので、各都道府県においては、へき地医療拠点

病院、へき地医療支援機構等に対 しこの旨を周知するとともに、へき地医療拠点病院

がへき地医療における医療活動を実施できるよう支援・指導するようお願いする。ま

た、支援 。指導を行つてもなお改善が見られない場合には、指定の見直 しも含めてご

検討いただくようお願いする。

① 前年度に、「へき地医療支援機構」の指導・調整の下に、次に掲げる事業 (ア 、

イ又は力のいずれかの事業は必須)を実施 した実績を有すること

ア 巡回診療等によるへき地住民の医療確保に関すること

イ ヘき地診療所等への代診医等の派遣 (継続的な医師派遣も含む)及び技術指導、

援助に関すること

ウ 特例措置許可病院への医師の派遣に関すること

工 派遣医師等の確保に関すること

オ ヘき地の医療従事者に対する研修及び研究施設の提供に関すること

力 遠隔医療等の各種診療支援に関すること

キ その他都道府県及び市町村がへき地における医療確保のため実施する事業に対

する協力に関すること

② 当該年度に、①に掲げる事業 (ア 、イ又は力のいずれかの事業は必須)を実施で

きると認められること

○ なお、平成22年度診療報酬改定についての中央社会医療保険協議会の答申 (平成22

年 2月 12日 )において、DPCに おける新たな機能評価係数 として、「地域医療への

貢献に係る評価」で、へき地医療拠点病院に指定されている場合又は社会医療法人認

可におけるへき地医療の要件を満たしている場合は、 1ポイン トの加算が与えられる

こととされている。

(社会医療法人のへき地医療の認定要件)

。へき地に所在する診療所 (当該病院が所在する都道府県内のへき地に所在する診療所に限る。)

に対する医師の延べ派遣日数 (派遣日数を医師数で乗じた日数をいう。)が 53人 日以上である

こと。

。当該病院においてへき地 (当 該病院が所在する都道府県内のへき地に限る。)における巡回診

療の延べ診療日数 (診療日数を医師数で乗じた日数をいう。)が 53人 日以上であること。

(6)医師確保対策について

○ 医師確保対策については、これまでにも様々な取組を行つてきたところであるが未

だ医師の地域偏在・診療科偏在を解消するには至っていない状況である。

○ また、昨年実施 した 「必要医師数実態調査」においては、必要求人医師数、必要医

師数 ともに都道府県の現員医師数に対する倍率に地域差が見られるとともに、必要求

人医師数、必要医師数 ともに診療科の現員医師数に対する倍率にも差が見られたとこ

ろである。
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各都道府県におかれては、平成23年度予算案にも引き続き、

① 4疾病 5事業ごとの医療連携提供体制の構築や医療従事者と患者・家族等地域

住民の相互理解による信頼関係の構築等の支援 (医療連携体制推進事業)

② 医師の確保が困難な地域に対し、都道府県が医療対策協議会における議論を踏

まえて決定した医師派遣等に係る経費の支援 (医師派遣等推進事業)

等を盛り込んでいるので、地域の実情に応じた積極的な活用をお願いする。

○ 更に、平成23年度予算案において、医師の地域偏在解消に向けた新たな取組 として、

地域医療に従事する医師のキャリア形成支援 と一体的に医師不足病院への医師確保支

援等を行 うため、都道府県が設置する 「地域医療支援センター」の運営についての財

政支援を盛 り込んでいるところである。

平成 23年においては、先行的に 15箇所で実施するとともに、これ ら先行実施都

道府県における運営状況等を踏まえ、平成 24年度以降の全国的な展開に繋げていく

考えである。

この意味では、先行実施都道府県の取 り組みは非常に重要であり、このため 15都

道府県の選定に当たつては、都道府県内の地域偏在が大きい、へき地・無医地区が多

い等の視点のほか、支援センター設置の時期、事業内容、専任医師の配置等センター

運営の実行性の観点からも検討 し、判断 していきたい。
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3.医療計画 を通 じた医療連携体制 の構築 について

(1)医 療連携体制の構築について

○ 医療計画 にお ける現在の課題 は、医療計画 を具体化す ることであ り、特 に、

地域 の医療連携 を具体的に推進す ることが重要である。

○ 各都道府 県 においては、医療計画 に沿 つて、以下に示す よ うな地域 の医療連

携 の推進 のための具体的な方策 に取 り組む よ うお願いす る。

(地域の医療連携 の推進 のための具体的な方策例 )

① 地域 にお ける医療の需給、患者 の受療行動等の課題の抽 出

限 られ た医療資源 を有効に活用 し、効率的で質の高い医療 を実現す るために

は、地域 の医療機 関が機能 を分担及び連携す ることによ り、地域全体で必要な

医療 を提供す る必要がある。 このため、地域 における医療 の需要 と供給 を疾病

ごとに 可視化 ◆デー タベース化す るな どによ り、医療 の需給、患者 の受療行動

等の課題 を抽 出す ることが重要 となる。

平成 20年度老人保健健康増進等事業研 究 「地域 医療サー ビス提供マ ップ作成

支援研究」 において、平成 21年 3月 に報告書が作成 されたので、参考 とされた

い 。

② 圏域連携会議等での地域の課題の議論

地域の医療連携の推進には、実際に医療を提供する地域の医療機関・医療従

事者が情報 0認識を共有する必要がある。このため、圏域ごとに各医療機能を

担立 関係者が具体的な連携等について協議する場である「圏域連携会議」等に

おセヽて 、医療計画の推進状況を報告 し、①の地域の課題の改善策等にっいて議

論を行 うことが重要である。

保健所の取組について、平成20年度地域保健総合推進事業研究 「地域医療連

携体制の構築 と評価に関する研究」において、平成21年 3月 に報告書が作成 さ

れたので、参考とされたい。

平成23年度予算案において、医療連携を推進するための関係者の議論等を支

援する医療連携体制推進事業を計上 しているので、活用されたい。

③ 地域の患者・住民への働きかけ

地域の医療連携の推進には、医療関係者だけでなく、医療を受ける患者 。住

民の理解 と協力も必要である。このため、地域の医療資源の状況、医療機能の

分担及び連携の体制等について、地域の患者 。住民に分か りやす く示 し、患者

・住民へ働きかけを行 うことが重要である。

平成23年度予算案において、医療連携を推進するための住民向け講習会_パ
ンフレット、相談窓口等を支援する医療連携体制推進事業を計上 しているので、

活 用 され た い。
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(2)医 療対策協議会 の活性化 について

○ 医療法第 30条 の12の 医療対策協議会 については、都道府 県が 中心 となって地

域 の医療 関係者 と協議 を行 い、医師不足地域への医師派遣 の調整 のほか、医師

確保対策等 を定めるための重要な場 であ り、一層の活用 をお願 いす る。

○ 各都道府 県 においては、先般実施 した必要医師数実態調査 の結果 を踏 まえ、

地域や診療科 において必要 な医師数 の調査・分析 を行 つた上で、関係者 の協 力

を得 なが ら、医療対策協議会 にお いて積極的な協議 を行 い、医師派遣 を行 う医

療機 関へ の財政支援等の医師確保 対策予算 を活用 し、医師確保対策 を さらに推

進す るよ うお願 いす る。

○ また、社会 医療法人 の認定 を行 つた都道府県 においては、医療対策協議会の

構成員 に社会 医療法人の代表 を加 えるよ うお願 いす る:

(3)医 療計画制度 の見直 しについて

○ 平成 21年 12月 15日 に閣議決定 され た 「地方分権改革推進計画」 において、医

療計画 に関 して、以下の とお りとされた。

① 都道府県の医療計画の内容の うち、地域医療支援病院等の整備の目標に関

する事項及び医療提供体制の確保に関し必要な事項に係 る規定 (医 療法第30

条の 4第 2項 9号及び13号 )は、例示化又は目的程度の内容へ大枠化する。

② 基準病床数制度のあ り方については、各都道府県の次期医療計画の策定時

期に合わせ、平成23年度までに結論を得ることとする。

○ 平成22年 6月 22日 に閣議決定された「地域主権戦略大綱」において、医療計画

に関して、以下のとお りとされた。

① 病院等の病床数算定に当たつての補正の基準 (7条 の 2第 4項 )並びに病

院及び診療所の既存の病床数を算定する場合の介護老人保健施設に係る入所

定員数に関する基準 (7条 の 2第 5項)を 、条例 (制 定主体は都道府県)に
委任する。

② 条例制定に関する国の基準の類型については、基準病床数制度の在 り方の

検討に合わせて、法改正までに結論を得る。

○ なお、病院等 の病床数算定 に当た っての補正 の基準等 の条例委任や、条例制

定 に関す る国の基準の類型等ついては、社会保 障審議会 医療部会 において昨年

ご議論 いただいた ところであ り、 これ を踏 まえた一括法案 が通常国会 に提 出 さ    .
れ る予定である。

○ また、平成 25年度か ら開始す る次期 医療計画 に向け、平成 22年 12月 よ り「医

療計画の見直 し等 に関す る検討会」 を設置 してお り、平成 23年 中を 目途 に医療

計画作成指針等の改正案 をとりま とめる予定である。               (
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4.医療法人制度について

(持分あ り医療法人から持分なし医療法人への移行 )

○ 平成18年医療法改正により、医療法人の非営利性が徹底 され、新たに設立される社

団の医療法人は持分の定めのないものに限られ、既存の持分あり医療法人については、

当分の間存続することとなった。

持分あり医療法人については、出資持分に係 る相続税や出資持分の払戻請求により

医業の継続が困難 となるおそれがあ り、持分なし医療法人への移行によつて、そのよ

うな問題がなくなることか ら、円滑な移行を進めることが重要である。

このため、今年度の医療施設経営安定化推進事業 (5.参照)では、持分なし医療

法人への円滑な移行のための対応マニュアルを策定することとしてお り、各都道府県

においては、持分あ り医療法人から定款変更の相談があうた際などに、このマニュア

ルを活用するなどにより持分なし医療法人への移行を促す ようお願いする。

○ また、持分あ り医療法人か ら持分なし医療法人へ移行する際に贈与税が非課税 とな

る基準に関 し、国税庁か ら「『 贈与税の非課税財産 (公益 を目的 とする事業の用に供

する財産に関する部分)及び公益法人に対 して財産の贈与等があった場合の取扱いに

ついて』等の一部改正について (法令解釈通知 )」 (平成20年 7月 8日 付け課資28、

課審併7)力 発`出されているので、御了知願いたい。

(社会医療法人の認定 )

○ 社会医療法人は、医療計画に基づき特に地域で必要な医療 (救急医療、災害医療、

へき地医療、周産期医療、小児救急医療)の提供を担 うものとして都道府県が認定す

る医療法人である。平成18年 医療法改正により制度が創設 され、平成23年 2月 1日 現

在で、H6法人が認定を受けている (資料 Ⅱ :「26.社会医療法人の認定状況」)。 各都

道府県においては、社会医療法人の認定時はもとより毎年の事業等の実施状況につい

ても、実地検査等を含め適正な審査・確認を行 うようお願いする。

(医療法人の指導監督 )

○ 美容整形等の自由診療や眼科診療所の経営を目的 とする医療法人において指導対象

となる事例が 目立っている。医療法人制度の趣 旨を踏まえ、関係部局 と連絡を密にし

て、医療法人の十分な指導監督をお願いする。特に、法人運営への第二者の関与が疑

われる場合、法人の主体的な運営に疑いが生 じた場合等には、法人からの報告聴取・

法人への立入検査を実施する等、積極的な指導をお願いする。

(決算書類の届出、閲覧 )

○ 貸借対照表等の決算書類は、法人運営の適正性を判断する上で重要な資料である。

医療法人については、医療法第51条の 2.、 52条 により、決算書類の都道府県への届出

と閲覧が義務付けられてお り、決算書類の届出漏れがないよう指導願いたい。また、

悪質な事例には、医療法第76条の過料処分等厳正な対応 をお願いする。
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(医療法人の設立認可の取消 し)

○ 医療法第65条により、医療法人が成立 した後又はすべての病院等を休止若 しくは廃

上 した後、正当な理由なく 1年以上病院等を開設又は再開 しないときは、医療法人の

設立認可を取 り消す ことができる。休眠医療法人の整理は、医療法人格の売買等を未

然に防ぐ上で極めて重要であり、実情に即 して、設立認可の取消 しを検討するようお

願いする。     ・

(医療法人の附帯業務 )

○ 医療法人の附帯業務については、「医療法人の附帯業務の拡大について」 (平成22

年 7月 29日 付け医政発0729第 10号医政局長通知)に より、①健康保険法第88条第 1項

に規定する訪問看護事業、②学校教育法第 1条に規定する学校、同法第 124条 に規定

する専修学校、同法 134条第 1項に規定する各種学校並びに児童福祉法第39条第 1項

に規定する保育所及び同法第59条第 1項に規定する施設の うち、同法第39条第 1項に

規定する業務を目的 とするものにおいて、看護師等が障害のある幼児児童生徒に対 し、

医療的ケア (た んの吸引、経管栄養、導尿等)を行 う業務について、医療法人の附帯

業務 として実施できることとしたので、ご了知願いたい。

(特定医療法人制度 )

○ 特定医療法人制度について、「租税特別措置法施行令第39条の25第 1項第 1号に規

定する厚生労働大臣が財務大臣と協議 して定める基準」 (平成 15年厚生労働省告示第

147号)第 2号イに定める医療施設の基準を満た している旨の証明手続に関 して引き

続きご協力いただくようお願いする。

(特別医療法人制度 )

○ 特別医療法人制度については、平成18年医療法改正により平成23年度末で廃止する

こととなっている。 このため、特別医療法人で実施 している収益事業については、社

会医療法人へ移行する場合を除いては、廃止等する必要がある。関係の都道府県にお

いては、定款変更等の手続について、適切な指導をお願いする。

(医療機関を経営する公益法人 )

○ 平成18年に公益法人制度改革が行われ、従来の公益法人については、平成25年 11月

30日 までに、公益社団・財団法人の認定の申請を行 うか、又は一般社団 。財団法人の

認可の申請を行 う必要がある。

公益社団・財団法人の認定を受けるためには、公益 目的事業比率が50%以上である

こと等の要件を満たす必要があるが、医療機関を経営する公益法人についても、すで

に公益社団 。財団法人の認定を受けた法人も存在する。 しか し、多くの法人が公益社

団・財団法人へ移行するか、一般社団・財団法人へ移行するか検討 しているところで

あり、各都道府県においては、公益法人担当部局 と十分に連携 し、医療機関を経営す

る公益法人か らの相談に応 じるよ うお願 いす る。
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相続税法第 66条第 4項の「相続税又は贈与税の負担が不当に減少する結果となると認められないもの」の基準

◎本基準に該当する場合には、贈与税は原則非課税。(該当しない場合には、個別判断により課税・非課税を決定)

○相続税法施行令第33条第3項の基準

① その運営組織が適正であるとともに、寄附行為・定款において、役員等のうち親族口特殊の関係がある者は1/3以下とする旨
の定めがあること

② 法人関係者に対し、特別の利益を与えないこと

③ 寄附行為口定款において、残余財産が国、地方公共団体、公益社団・財団法人その他の公益を目的とする事業を行う法人 (持分
の定めのないもの)に帰属する旨の定めがあること

(注)持分の定めのない医療法人 (基金制度を利用する医療法人を含む。)が該当

④ 法令に違反する事実、帳簿書類の仮装等の事実その他公益に反する事実がないこと

―
―
〇
『
―
― ・社会保険診療等に係る収入金額が全収入金額の

80%以上

・自費患者に対する請求方法が社会保険診療と同一

・医業収入が医業費用の 150%以内

口役職員に対する報酬等が一人当たり3,600万円以下

・40床以上又は救急告示病院 (病院の場合)

・15床以上及び救急告示診療所 (診療所の場合)

口差額ベッドが全病床数の 30%以下

○医療法人に関する「その運営組織が適正である」かどうかの判定基準

※ このほか、理事・監事・評議員の定数や選任、理事会・社員総会・評議員会の運営等に関する要件がある。



医療施 設 経 営安 定化推進 事業 につ い て

○  「医療施 設 経 営安 定化推進 事業 」 につ いて は、医療施 設 経 営 の安 定化

を推進 す る取組 の一環 と して、 めま ぐる しく変化 してい る医療施設 を と

りま く諸 制 度 や環境 につ い て、そ の時 々の実態や 医療施 設 経 営 に与 え る

影 響 を調 査研 究 し、そ の結果 を各都 道府 県 をは じめ と した 関係機 関へ情

報提 供 す る こ とに よ り、個 々の病 院 にお け る経 営 の 自主的 な改善 に役 立

て る こ とを 目的 と して平成 H年度 よ り実施 してい る。.

○ 平成 21年度 にお い ては、開設 主体 の異 な る各種病 院 の会 計情 報等 か ら、

各 医療機 関が 自院 の経 営改善 に役 立 て るた めに有用 な指標 を作成 し、 ま

た、近 年 医療施 設 にお いて増加 してい る未払金 の実態 を把握 し、未 収金

対策 に資す る資料 を作成 す る こ とを 目的 と して 「病 院経 営管 理指標及 び

医療 施 設 の未 収金 に関す る調 査研 究」 を実施 した。

また多 くの 医療機 関で病 院経 営 に精 通 した事務 系人材 が育 ってお らず 、

経 営管理 部 門 の人材 開発 が重 要 と指 摘 され てい る こ とを踏 ま え、 「医療

施 設 経 営 管理 部 門の人材 開発 の あ り方 等 に関す る調 査研 究」 をテーマ に、

事務 系人材 の キ ャ リアパ ス、人材 開発 の あ り方や事例研 究 、経 営責任 の

明確 化 、経 営・ 事務 部 門ス タ ッフの強化 等 に関す る調 査研 究 を行 つた。

○ 平成 22年度 にお いて は、前年度 に引 き続 き 「病 院経 営管理 指標 」 を作

成 す る と ともに、医療機 関の主要 な倒 産原 因 に 「設備 投 資 の失敗 、経 営

計 画 の失敗 」 が あげ られ る こ とか ら、病 院 の施設・ 設備 投 資 が経 営 に与

え る影 響 を把 握 す る こ とを 目的 と して 「施設・ 設備 へ の投 資 に よる病 院

経 営影 響調 査 」 を実施 してい る。

また 、平成 18年 医療 法 改正 にお い て、持 分有 り医療 法人 の新設 がで き

な くな つた が 、現在持 分 の あ る医療 法人 は94%を 占め、持 分 無 し医療 法

人 へ の移 行 が進 ん でい る とは言 えない状 況 にあ る。移 行 の障害 とな って

い る要 因 の分析 とそ の克服 の た めの対策 、 円滑 な移 行 の た めのマ ニ ュア

ル の作成 を 目的 と して 「出資持 分 の ない 医療 法人へ の 円滑 な移行 に関す

る調 査研 究 」 を実施 してい る。

○  「医療施 設 経 営安 定化推進 事 業」 の報告書 は、厚 生労働 省 ホー ムペ ー

ジ  (http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/igyou/midashi.htm
l)に 掲載 す る とともに、都道府 県等 に配布 す る こ とに よ り情 報提 供 を

行 つてい るの で、医療機 関の経 営安 定化 等 に資す る資料 と して積極 的 に

活 用願 いた い。
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6.医療機能評価について

○ 第二者評価は、事業者の提供するサー ビスの質を当事者 (事業者及び利用者 )

以外の公正 。中立な第二者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価するもので

ある。個々の事業者が事業運営における具体的な問題を把握 し、サー ビスの質の

向上に結びつけることができ、また、利用者の適切なサービスの選択に資するた

めの情報 となることから、医療分野においても、その普及が求められている。

○ 病院を対象 とした第二者評価 として、財団法人 日本医療機能評価機構が病院の

機能評価事業を行つてお り、病院の機能を学術的観点から中立的な立場で評価す

ることにより、問題点を明らかにするとともに、機能改善が認められた病院に対

する認定証の発行を行つている。

(参考)同機構の病院機能評価事業については、平成23年 1月 7日 現在で、2,535病 院 (病

院全体の約 30%)が認定を受けている。

○ 同機構においては、病院機能評価事業の事業内容や評価項 目、認定病院の評価

結果等を同機構ホームページで公表 してお り、また、受審準備を支援するための

病院機能改善支援事業 (窓 目相談や訪間受審支援)も実施 している。

○ また、臨床研修病院の指定の基準の 1つ として 「将来、第二者による評価を受

け、その結果を公表することを目指すこと」が位置付けられてお り、病院機能評

価事業の新たな評価項 目 (平成 21年 7月 の審査 より適用。統合版評価項 目

Ver。 6.0)においては、第 4領域 「医療提供の組織 と運営」において、臨床研修機

能についても評価を行 うこととしている。

(参考)臨床研修病院の受審申請件数 (審査終了のものを含む。)は、基幹型臨床研修病院で

934病院 (全体の約 88%)と なつている。

○ 各都道府県においては、住民に対する良質な医療の提供及び医療関係者の意識

の向上を図るべ く、医療機能評価事業の一層の普及に努めるようお願いする。
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7.医療法第 25条第 1項に基づ く立入検査について

(1)平成21年度に各都道府県等が実施 した病院への立入検査については、ほとんどの自治

体が100%の実施率 となっている一方で、一部 自治体においては、全ての病院に対 して

実施 されていないことにより、全体で前年度 より0.4%減の94.0%と なってお り、平成

23年度は、全ての病院に対 し少なくとも年 1回は立入検査できるよう計画願いたい。

また、診療所 。助産所への立入検査についても、 3年に 1回程度の立入検査が実施

できるようお願い したい。

(2)立入検査については、 「医療法第25条第 1項の規定に基づ く立入検査要綱」 (平成 1

3年 6月 14日 付け医薬発第637号 。医政発第638号)及び 「平成22年度の医療法第25条第

1項の規定に基づく立入検査の実施について」 (平成22年 5月 17日 付け医政発0517第 12

号)を参考に実施 していただいているが、立入検査の結果、不適合・指導事項を確認

したときは、関係部局間の連携に留意 しつつ、不適合・指導事項、根拠法令及び不適

合 0指導理由を文書で速やかに立入検査を行つた医療機関へ通知するとともに、その

改善の時期、方法等を具体的に記 した改善計画書を期限をもつて当該医療機関か ら提

出させるなど、その改善状況を逐次把握するようお願いする。

また、特に悪質な事案に対 しては、必要に応 じ、厚生労働省による技術的助言を得

た上で、違法事実を確認 した場合は、司法当局へ連絡するなど法令に照 らし厳正に対

処するようお願いする。

(3)適正な医療提供体制の確保の観点から、無資格者による医療行為を防止するため、医

療機関に対 し採用時における免許証原本の確認の徹底を指導するとともに、患者等か

ら通報があった場合は直ちに検査を実施 し、無資格者による医療行為が明らかになっ

た事例については、直ちに是正指導するとともに、その事実を告発するなど厳正な対

処をお願いする。

(4)無資格者による医療行為のほか、医師及び助産師以外の看護師等による助産行為、都

道府県知事の許可を受けていない複数医療機関の管理、管理者の長期間にわたる不在

等の通報等があった場合には、業務の実態を把握 した上で、必要な指導等をお願いす

る。

(5)診療所 も含め医療機関は営利を目的とするものではなく、また、医療機関の開設者は、

開設 。経営の責任主体 とされていることから、営利法人等が医療機関の開設 。経営を

実質的に左右 している疑いがあるとの通報等があった場合においては、開設者が医療

法人か個人であるかにかかわらず、その医療機関に対 し、立入検査を実施 し、開設者

からの説明聴取、税法上の帳簿書類 (財盗諸表二確定申告書、開業届出書等)等の検

査を行い、実態面の各種事情を十分精査の上、厳正に対処 していただくようお願いす

る。

特に、美容外科、眼科等を標榜 し自由診療を行つている診療所については、開設者
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及び非営利性に関して十分な確認 を行 うようお願いする。

(6)病室に定員を超えて患者 を入院 させること及び病室以外の場所に患者を入院 させるこ

とは、患者の療養環境の悪化を招 くため、原則認められていないところであるが、塾

域の救急医療体制が厳 しい状況にある中で、緊急時の対応 として救急患者を入院 させ

る場合は、定員超過入院等を行 うことができることとされているので留意するようお

願いする。

なお、救急患者の受入れに係 る定員超過入院等については、 「救急患者の受入れに

係る医療法施行規則第10条等の取扱いについて」 (平成21年 7月 21日 医政総発0721第

1号・医政指発0721第 1号・保医発0721第 1号)に より取 り扱われたい。

(7)病院等の管理者は医療安全を確保するための措置を講 じる必要があ り、引き続き、院

内感染対策のための体制、医薬品及び医療機器に係 る安全管理のための体制の確保に

ついて、「良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法

律の一部の施行について」 (平成19年 3月 30日 医政発第0330010号)等の医療安全関係

通知に基づき指導方お願いする。

また、医師等により患者等への適切な説明がなされているか等、インフォーム ド・

ョ∠ヤ ン トの状況を確認 し、必要に応 じて指導方お願いする。

(8)開設許可及び使用許可を必要 としない診療所等について、その開設届の内容 と現地で

の実態 とが異なる事例が見受けられるところである。 これ らの診療所等については、

病院のように概ね 1年に 1回定期的に立入検査を実施することは困難 と思われること

か ら、診療所等の開設届を受理 した後、現住所、建物等の構造設備、管理者、従事者

等が届出内容 と一致 しているか、院内感染及び医療事故の未然防止、非営利性の徹底

等の観点から問題がないかについて速やかに現地確認 を行 うようお願いする。

(9)特定機能病院に対する立入検査の実施については、各地方厚生局の医療指導監視監査

官等 と連絡を密にし、立入検査が両者合同で円滑に行われ るよう引き続き協力願いた

い 。

(10)住民、患者等からの医療機関に関する苦情、相談等については、速やかに事実確認

を行 うなど適切な対応に努めるようお願いする。

また、医師、歯科医師等が行 う医療の内容に係る苦情等について、過剰診療が疑わ

れる等、特に悪質な場合には、必要に応じ、厚生労働省による技術的助言を得た上で、

保険・精神・福祉担当部局等の関係部局 との連携を図 り適切な対処をお願いする。

(H)医療機関における医療事故等の報道が相次いでいるが、厚生労働省 としても、その

内容によっては迅速に実態を把握する必要があることか ら、医療機関において、特に

管理上重大な事故 (多数の人身事故、院内感染の集団発生、診療用放射線器具等の紛

失等)が あった場合、軽微な事故であっても参考になると判断される事案があった場
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合、重大な医療関係法規の違反があつた場合等には、引き続き、その概要を医政局指

導課に情報提供していただくようお願いする。また、管下医療機関に対し、管理上重

大な事故等が発生した場合は、保健所等へ速やかに連絡を行 うよう周知いただくとと

もに、立入検査等を通じ、必要な指導等を行うようお願いする。

(12)なお、立入検査による指導のみならず、日頃から管下医療機関との信頼関係及び顔

の見える関係を構築し、院内感染及び医療事故等の発生予防の観虚⊇さら、日堂におけ

る医療機関からの相談に応じられる体制を確保するとともに、そのような事案が発生

した場合には、当該医療機関に対し実行可能な解決策の技術的支援又は助言等を行う

ようお願いする。

(13)今後の行政の参考にするため、立入検査の結果 (臨時での立入検査も含む)又は医

療機関に対して医療法に基づく処分 (命令や取消等)を行つた場合には、引き続き、

医政局指導課に情報提供していただくようお願いする。
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8.院内感染対策について

(1)全国の特定機能病院等において、多剤耐性アシネ トバクター等を起因菌 とする院内感

染事例が確認 されているところである。

引き続き、医療法第 6条の10及び医療法施行規則第 1条の11第 2項第 1号 をは じめ

とする関係法令等に基づき、医療機関の管理者の下で、院内感染対策のための委員会

の開催、従業員に対する研修の実施、当該医療機関内での発生状況の報告等、院内感

染防止体制の確保が徹底 されるよう指導をお願いする。

(2)院内感染に関する留意事項等については、 「院内感染対策中央会議提言につい■

(平成23年 2月 8日 事務連絡)に より、通常時 と院内感染発生時における院内感染対

策を、各医療機関内、医療機関間の連携、行政の関わ りとい う観点から示 したところ

である。

特に、院内感染発生時の対応に備え、通常時からそれぞれの地域の実状に合わせて、

地域における院内感染対策のためのネ ッ トワークを整備 し、積極的に支援することが

必要であ り、発生時においては医療機関内で早急に改善策の策定、実施 し、感染者が

多数に上る場合においては保健所への報告が必要であり、その目安について明記 して

お り、提言を参考に指導をお願いする。

(3)院内感染事例の発生に至った原因の究明、患者や家族への説明等事例発生後の対応に

ついては、院内感染対策を含めた医療安全管理体制の整備及び患者や家族への説明に

ついて 「薬剤耐性菌による院内感染対策の徹底及び発生後の対応について」 (平成 19

年 10月 30日 付け医政総発第 1030001号 ・医政指発第1030002号 )を参考 として指導方よ

ろしくお願いする。

(4)ま た、管下の医療機関において重大な院内感染事例が発生した場合又は発生 したこと

が疑われる場合には、必要に応 じて直ちに厚生労働省に報告するとともに、国立感染

症研究所等の協力を得ることについても検討 されたい。
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9。 医療放射線等の安全対策について

(1)診療用高エネルギー放射線発生装置 (リ エアック装置等)等の使用に関 し、 「診療

用放射線の過剰照射の防止等の徹底について」 (平成16年 4月 9日 付け医政指発第04

09001号)に より、安全管理体制の徹底や、装置を初期設定 した際の再確認等につい

て、管下医療機関に対する指導方お願い してきたところである。

今後も引き続き、管下医療機関において適切な対策が図 られるよう、医療法第25条

第 1項の規定に基づ く立入検査その他の指導の機会を通 じ、医療機関の管理者 と連携

の下、適切な指導方よろしくお願いする。

(2)事故等により放射線障害が発生 し、又は発生す るおそれがある場合には、医療法施

行規則第30条の25の規定により、直ちにその旨を病院又は診療所の所在地を管轄する

保健所、警察署、消防署その他関係機関に通報す るとともに、放射線障害の防止に努

めなければならないとされていることから、その遵守について管下医療機関に対する

適切な指導方よろしくお願いする。

(3)CT搭載車等移動式医療装置の使用前検査及び使用許可の取扱いについて、医療法

の趣 旨を損なわずに規制緩和を図る観点か ら、 「医療法第27条の規定に基づ くCT搭
載車等移動式医療装置の使用前検査および使用許可の取扱いについて」 (平成20年 7

月 10日 付け医政発第0710005号)に より、自主検査を認める条件を明 らかに した とこ

ろであ り、各都道府県においては、医療機関からの当該装置の使用許可申請を受理 し

た際、ご留意の上、適切な運用を図つていただきたい。

(4)SPECT一 CT複合装置等の新たな医療技術への対応等を図るため、 「エ ックス

線装置をエ ックス線装置を除 く放射線診療室において使用する特別の理由及び適切な

防護措置について」 (平成21年 7月 31日 付け医政発0731第 3号)に より、当該装置の

診療用放射性同位元素使用室におけるCT単独 日的での撮影を認め、適切な防護措置

や安全管理体制について明らかにしたところであ り、各都道府県においては、ご留意

の上、その遵守について管下医療機関に対する適切な指導方 よろしくお願いする。

(5)放射性医薬品を投与 された患者の退出については、医療法施行規則第30条の15に基

づき、 「放射性医薬品を投与された患者の退出について」 (平成10年 6月 30日 医薬安

発第70号)、 「医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について」 (平成13年 3

月 12日 医薬発第 188号 )、 及び 「放射性医薬品を投与 された患者の退出について」

(平成20年 3月 19日 医政指発第0319001号)に より、適切な対応 をお願い してきた所

である。
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今般、遠隔転移のない分化型甲状腺癌患者に対する甲状腺全摘後の残存甲状腺破壊

療法について、退出基準に適合する事例が明 らか となったため、 「放射性医薬品を投

与された患者の退出について」 (平成22年 11月 8日 医政指発第1108第 2号)に よリー

部改正を行ったところであり、各都道府県においては、適切な運用を図つていただき

たい。
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10.病 院における吹付けアスベス ト (石綿)対策について

(1)経緯           _
○ 病院における吹付けアスベス ト (石綿)対策については、患者等の安全対策に万

全を期すため、「アスベス ト問題への当面の対応」 (平成17年 アスベス ト問題に関す

る関係閣僚会合)に基づき、実態調査を実施 し、その結果を公表するとともに、「ば

く露のおそれがある場所」を保有する病院等については、法令等に基づき適切な措

置を指導するなどの対応を各都道府県にお願い してきたところである。

○ 平成19年以降、以下のような留意すべき事項があった。

① 総務省行政評価局による勧告 (平成19年 12月 16日 )

平成 17年の実態調査について、総務省行政評価局により、建築物全体における

アスベス ト使用状況確認の徹底等を内容 とする 「アスベス ト対策に関する調査結

果に基づ く勧告」が行われた。

② アスベス トの対象種別についての報道 (平成20年 1月 5日 等 )

一般に知 られているアモサイ ト、クリソタイル、クロシ ドライ ト以外の トレモ

ライ ト、アンソフィライ ト、アクチノライ トの使用実態が報道 された。

③ 石綿障害予防規則に関する通知 (平成20年 2月 6日 )

上記②を受け、厚生労働省労働基準局より、アスベス ト使用分析調査について

は 6種類全てを対象 とすることの徹底等を内容 とする通知が発出された。

(2)平成20年アスベス ト使用実態調査等について

○ 前述の状況を踏まえ、アスベス ト問題に関する関係省庁会議で再実態調査の必要

性が確認 されたことを受け、平成20年 5月 に 6種類のアスベス トに係 る 「病院にお

ける吹付けアスベス ト (石綿)等使用実態調査」を各都道府県の協力により実施 し、

その結果を平成20年 9月 に公表 したところである。

○ また、平成20年 10月 に 「使用実態調査のフォローアップ調査」を各都道府県の協    |

力により実施 し、その結果を平成21年 3月 に公表 したところである。

○ さらに、平成21年 12月 に 2回 目の使用実態調査のフォローアップ調査の実施をお

願い し、その調査結果を平成22年 3月 17日 に公表 したところである。

(3)今後の対応
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○ フォ ローア ップ調査 (資料 (Ⅱ )参照)の結果 、「ば く露 のおそれ のある場所 を

有する病院」は53病院 (0.7%)、 そのうち「日常利用する場所を有する病院」は2

病院のみとなっており、また、「調査分析中の病院数Jは前回調査時の418病院から

121病院 となつている。調査結果か らは、アスベス ト対策が相当程度進んできている

ことが見て取れるが、吹付けアスベス ト (石綿)等の損傷、劣化等による粉 じんの

飛散により、ばく露のおそれがある場所を有する病院はもとより、飛散のおそれの

ない病院であつても、破損の際にはアスベス トの繊維が飛散する恐れがあるため、

引き続 き、アスベス トの除去、封 じ込め、囲い込み等法令等に基づき適切な措置を

各樫道府県の医療監視、建築、環境等の関係部局 とも連携 して指導するようお願い

する。また、分析調査中の病院については、その保有状況を明 らかに した上で、状

況に応 じ適切な措置を指導するなど、病院における吹付けアスベス ト (石綿)対策

の徹底に万全を期 されるようお願いする。

(4)吹付けアスベス ト等の除去等

○ 吹付けアスベス ト (石綿)等の除去等に要する費用については、平成23年度にお

いても、引き続き、

・ 医政局所管の「医療提供体制施設整備交付金」の補助対象事業 となる

・ 独立行政法人福祉医療機構の「医療貸付事業」において優遇措置が行われる

予定であるので、吹付けアスベス ト (石綿)等の除去等の対策が必要な病院に対 し

て、この補助制度や融資制度を積極的に活用するよう改めて周知 し、早期の対処に

努めるよう指導方お願いする。

(参考)

・医療提供体制施設整備交付金

調 整 率    0.33(負 担割合国 1/3、 都道府県 2/3以 内、事業主 2/3以 内)

基準単価  34,300円 (1ぽ 当たり)

。医療貸付事業 (ア スベス ト除去等に係る病院の乙種増改築資金 )

融資率    85%(通 常は80%)

貸 付 金 利   1.6%(平 成23年 2月 7日 現在、通常は2.0%)
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11.補助事業等の適正な執行について

○ 補助事業等の執行に当たつては、大部分の補助事業者、間接補助事業者等において

は、関係法令、実施要綱、交付要綱、交付決定の際に付 された条件等に従つて執行 し

ていただいているものと考えているが、例年、会計検査院等から(不適切な補助金の

使用などについて指摘を受けているところである。

これまでも、会計検査院等からの指摘があったその都度、不適切な事例や補助金の

適正な執行について周知を図つてきたところであるが、改めて、会計検査院及び総務

省から指摘のあった主な事例及び留意事項について以下に挙げた。

○ 各都道府県においては、これ らの点に留意 し、補助金の審査体制を整えるとともに、

過去の補助金の総点検や補助事業者等の現地調査を行 うなど、補助事業等の適正な執

行に努められたい。

○ また、この旨については、補助事業者、間接補助事業者等に対 し、必ず周知 される

ようお願いする。                    `

○ 今後 とも必要に応 じて補助事業等の執行状況について、現地調査等を実施する予定

なので、ご了知願いたい。

(1)都道府県等における留意事項

○交付申請時における十分な審査

(適正な対象経費の計上、適正な費用算定方法、事業の利用見込又は過去の実績等を

踏まえた実効性 等 )

○実績報告時における審査

(事業実施状況の確認、交付申請時に審査 した事項の再確認 等 )

○定期的な監査等による点検

(補助事業者等における書類等の整備、事業 目的にあった効率的な活用状況 等 )

○補助事業者等に対する指導

(補助事業者等として遵守すべき事項の周知 等 )

(2)過去に指摘のあった主な事例

○救急医療情報センター運営事業

・情報システムや専用端末の利用が低調

・兼務者の人件費を按分せずに全額補助対象経費 として計上

〇小児救急医療支援事業

・診療 日数の算定方法に誤 り

○第二次救急医療施設勤務医師研修事業

・補助対象外の経費を補助対象経費 として計上
。県が実施主体であるにもかかわらず県職員に謝金を支払
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・委託先の講師謝金単価が県よりも高額

○救急救命士養成所初度設備整備事業
・臨床実習用の救急車を購入 しているが、その利用状況が低調

○救命救急センター運営事業
・ ドクターカーの運転手の確保に係 る経費の算定が不適切
・補助対象経費の算出が過大 (減価償却費の計上に当た り国庫補助を受けた財産に係

る分を計上、給与費か ら控除すべき手当を控除 しない等 )

。選定額の算出方法に誤 り (基準額 と差引事業費の多い方を選定)

・補助対象経費の積算が過大 (借入利息を計上等 )

・収入額に手術料、麻酔料等の診療収入を計上 していない

〇小児救急地域医師研修事業
・補助対象経費の支出を裏付ける証拠書類が残 されていなかった

○休 日夜間急患センター設備整備事業
・管理台帳を作成 していない

○医療施設近代化施設整備事業
・事業の一部 (電子カルテ等の整備)が未実施
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12.平成 23年度予算における医療提供体制施設整備交付金の執行について

医療提供体制施設整備交付金 (以下 「交付金」とい う。)については、平成 23年度

予算案で 49.3億 円の計上となつてお り、平成 22年度予算額 と比 して大幅な減額 とな

っているところ。

交付金については、平成 22年度の執行見込み額が 80.8億円 (2月 17日 現在)と

なつているため、平成 23年度においても同規模の要望が生 じると仮定すると、要望

額が予算額を上回ることとなる。

このため、平成 23年度における交付金の執行及び施設整備事業の推進については、

以下のように取 り扱 うこととするのでご承知置きいただきたい。

①交付金の執行について

要望額が予算額を超過 した場合は、調整を行 うこととする。調整方法は要望額の

状況を見て検討することとなるが、各都道府県におかれては各施設の事業計画を精

査 し、優先順位を必ずつけた上で事業計画を提出されるようお願いする。

交付金の事業計画に係 る優先順位については従前より付けていただいていたと

ころであるが、「全て 1位」等の優先順位付けをされていた都道府県もあつたとこ

ろである。平成 23年度以降はこのような優先順位付けは認められないので、ご承

知置きいただきたい。

なお、内示までのスケジュールについては極力従前 と同様になるよう努めるが、

調整の状況によつては多少の時間を要する可能性 もある旨ご承知置きいただきた

い。また、例年内示後に取 り下げを行 う事例があるが、このような状況においては

予算の有効活用の観点から大きな問題があるので、各都道府県におかれては事業計

画を精査する段階で内示後取 り下げの可能性のある事案については国へ計画を提

出しない等のご配慮をいただきたい。 (住民への調整が未了のまま事業計画を提出

し、その後計画自体が中止になつたために交付申請を取 り下げた事例もあつた。)

②地域医療再生基金の活用について

平成 22年度第 1次補正予算において、地域医療再生基金 (以下 「再生基金」と

い う。)の拡充 (2,100億円)に より、広域圏をカバーする高度・専門医療機関や救

命救急センターの整備拡充やこれ らの医療機関と連携する医療機関の機能強化を

図ることとしているところである。

各都道府県においては交付金の上述のような状況を踏まえ、交付金のメニュー事

業には救命救急センター事業など、再生基金の活用が可能な事業もあるため、再生

基金の活用も可能 となつている。

なお、医療施設近代化施設整備事業等における継続事業 (着工後 2年 目、3年 目

平成 22年度 平成 23年度 (案 ) 差 し引き 増減率

8,874,000・F[■ 4,928,181千 円 ▲3,945,819千 円 ▲44.5%

―-80-一



の工費について補助を行 うもの)については 「平成 22年度地域医療再生臨時特例

交付金に関するQ&A」 Q33及び Q34に より再生基金の充当ができないところで

あるが、交付金予算の現状に鑑みてQ&Aを 追加 し、平成 22年度に交付金の交付

決定を受けた事業に限 り、平成 23年度以降の工事について交付金の代わりに再生

基金を充当できるようにしたところであるので、該当する事業を有する都道府県に

おかれては対応を検討 されたい。

ただ し、この場合は当該施設整備事業を地域医療再生計画に記載することが前提

となる。

(参 考)平成 22年度地域医療再生臨時特例交付金に関するQ&A
(平成 23年 2月 22日 追加版 :下記傍線部を追加 )

Q 質 問 回 答

6 平成 23年度に大幅

に減額 され る医療提供

体制施設整備交付金の

交 付 対象 とな る事 業

を、地域医療再生基金

を活用 して行 うことは

差 し支えないか。

地域医療再生基金を活用 しても差 し支えない。ただ

し、その際には当該施設整備事業が、地域の医療機関、

医育機関、医師会等関係団体、市町村等の関係者など

の意見を踏まえ、地域にとつて必要で公益性の高い事

業であり、地域医療再生計画に定める事業であること

が大前提である。

なお、当該交付金予算が大幅に減額される状況にあ

ることを踏まえ、当該交付金に係る平成 22年度二交

付決定された施設整備事業であつて、当該交付金の継

続事業である平成 23年度以降の事業についてJ、 _

Q33、 Q34にかかわらず、国庫補助金相当額に阻立基

金を活用できるものとするュなお、この場合でも、当

該交付決定事業が地域医療再生計画に定める事業で

あることが大前提 となる。

33 まだ工事に着手 して

いない場合は、「既に実

施 している事業」に当

た らない と解釈 してよ

いか。

「既に実施 している事業」とは、平成 22年 10月 8

日以前に、事業に要する経費の全部又は一部が地方自

治体又は民間の予算に計上された事業をい う。

平成 22年 10月 8日 以前の予算に工事費が計上さ

れていないのであれば、お尋ねのケースは「既に実施

している事業」には当たらないものと考えている。

いずれにしても、個別ケースごとの詳細な話は個別

にご相談いただきたい。

34 2カ年工事の場合、ま

だ着工 していない残 り

の 1年分を基金対象に

含めることは可能か。

既に着工している施設整備については、「既に実施

している事業」にあたる。
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